
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地」の抽出 
 
今後１０年以内に最低限の安全性（不燃領域率(注 2)４０％以上又は木防率(注 3)２／３未

満）を確保することが見込めない、一定の規模要件（１ha以上）を満たす市街地を抽出 

地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地 

（全国で約 8,000ha、東京、大阪各々約 2,000ha） 

＜追加＞ 
前述の不燃領域率等による抽出基準

を満たさないものの、道路条件が不良、

権利関係が複雑等によりこれ以上の建

物の更新が見込めないもの等 最低限

の安全性を確保するため重点整備が必

要なもの 

＜除外＞ 
前述の不燃領域率等による抽出基

準を満たしている区域のうち、幅員６

ｍ以上の道路、水路、鉄道、軌道等に

より区画されており、かつ、延焼危険

性が低いもの等 除外して支障がな

いもの 

別添資料 

※ ただし、データの制約からこの方法により難い場合には、これと同等と認められる方法による 

地域の実情を踏まえた精査 

延焼危険性等(注 1)の把握（町丁目等の単位） 
以下の３つの条件を満たす密集市街地を把握 

 
 

 

（把握方法フロー） 

避難、消火等の困難性 住宅の密集度 延焼危険性 



 
 
(注１) 延焼危険性等の把握の基準 

 

① 住宅の密集度 

８０戸／ha 以上の住宅が密集する一団の市街地であること（市街地の街区

の特性を勘案して一戸当たりの敷地面積が著しく狭小な住宅（３階建て以上

の共同住宅を除く）が大半（２／３以上）を占める街区を含むものに限る。） 

② 延焼危険性 

耐火に関する性能が低い住宅が大半（木防率２／３以上）を占めていること

（不燃領域率４０％未満に相当） 

③ 避難、消火等の困難性 

幅員４ｍ以上の道路に適切に接していない敷地に建つ住宅が過半を占めて

いること 

（これらと同等の水準を規定すると認められる基準に該当するものを含む。） 

 
 
（注２）不燃領域率の算出方法 
不燃領域率は、市街地の燃えにくさを表わす指標であり、次の方法により算出した。 
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Ｆ：不燃領域率 
k：空地率 
r：不燃化率 
Ｍｓ：短辺または直径が 40ｍ以上で、かつ面積が 1,500㎡以上の水面・公園、運動場・
学校・一団の施設等の面積 
Ｌｓ：幅員６ｍ以上の道路面積 
Ｔ： 各町丁目面積、又は 250mメッシュ面積 
Ｒｓ：耐火造建物建築面積 
Ａｓ：全建物建築面積 
 

 

（注３）木防率の算出方法 
木防率は、全棟数に占める裸木造及び防火木造の棟数の割合をいう。 

（データは都市計画基礎調査等による） 




